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【要旨】 

本研究では、畑作地帯に整備された沈砂池の維持管理状況の把握と機能評価を通して、沈砂池の維持管理や計

画設計方法の改良を提案した。事業完了後6年が経過した沈砂池の維持管理状況調査では、調査対象とした11

箇所の沈砂池のうち沈砂容量が十分に残っていない施設が数カ所確認された。維持管理による土砂除去を確実に

実施するには、沈砂池近傍に堆積土砂の処分場所を確保することが重要であることが分かった。また、沈砂池の

機能評価では、土砂捕捉率を算出して検討したところ、強い雨があった場合や融雪が連続する時期のような土砂

が大量に流出しているときに、十分に機能していることを明らかにした。さらに、詳細な流域データを用いて汎

用土壌流亡予測式(USLE)により土砂流亡量を推定し、流域末端からの土砂流出量の実測値と比較することで、土

砂発生源から流亡した土砂の流域末端までの流達率は0.4であることを明らかにした。上記検討の結果から、維

持管理を考慮した沈砂池の計画方法として、①発生源の近くに設置すること、②沈砂池の維持管理は事業者など

土砂発生源の所有者が実施すること、③維持管理は定期的に地域全体で実施することを提案した。 
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1．はじめに 

 北海道では道南や道東を中心として火山灰性土壌が

広がり、そこでは畑作農業が行われている。これら地

域の一部では、降雨や融雪により傾斜畑圃場が侵食さ

れて土壌流亡が生じやすい状況にある。これにより、

排水路では農地からの土砂や排水路法面の崩壊による

土砂が堆積して排水機能が低下し、農地の浸水や過湿

により作物生育の障害となっている。また、農地にお

いても肥沃な土壌が流出することによる作物生産性の

低下が懸念されている。さらに、排水路に流入した土

砂は下流の湖沼や湿地等に流出し、土砂に含まれる富

栄養化物質とともに水環境を悪化させ、水生生物の生

育環境や漁業への影響が問題となっている。 

農業農村整備事業では農地防災事業や環境保全型

かんがい排水事業など排水路関連事業において、土砂

や栄養塩類の下流への流出を抑制するために沈砂池を

整備してきた。事業実施中には、これら沈砂池の土砂

捕捉機能や水質改善機能について調査を実施し、その

効果について検証する場合が多い。一方で、事業完了

後には地元に管理が委託されるため、機能の継続性や

管理実態のデータは少なく不明な点が多い。 

そこで本研究では、これら沈砂池の良好な管理の維

持や設計方法の改良を目的として、既整備の沈砂池に

対して以下の調査検討を行うこととした。 

1) 沈砂池の維持管理実態の解明：既設の沈砂池につい

て、維持管理状況を調査する。 

2) 流出土砂抑制効果の検証：沈砂池の堆積土砂量と流

出土砂量から、沈砂池の機能を検証する。 

3) 集水域条件と沈砂池流入土砂量の関係解明：流入土

砂量と流域の土地利用や地形との関係を整理して、

沈砂池容量の設計方法の改善案の提案につなげる。 

4) 維持管理改善方法の提案：上記検討を踏まえ、沈砂

池の機能維持に必要な計画・管理手法を検討する。 

 

2．維持管理実態の解明 

2.1 目的 

 本章では、事業完了後における沈砂池の維持管理状

況と、沈砂池に堆積した土砂の利用状況について調査

を行う。 

2.2 調査方法 

 調査は、北海道東部で実施された国営総合農地防災

事業「Ｚ地区」で整備された沈砂池において、事業完
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了後の2008～2010年に実施した。この地域は、受食性

の高い軽しょうな火山灰性土壌の農地が広がり、融雪

期や降雨時に侵食を受けて土壌流亡が生じやすい地域

である。本地区では、事業により沈砂池が11箇所（沈

砂池Ａ～Ｋ）整備された。 

上記沈砂池において随時現地踏査を実施し、沈砂池

の土砂堆積状況を把握した。また、現在の管理者であ

る町に管理実態（土砂除去の頻度等）の聞き取りを行

い、土砂除去実施の予定と土砂の処理方法について把

握した。 

調査期間に土砂除去の実施された沈砂池Ａでは、堆

積土砂の畑への還元を行ったので、土壌調査を行って

土砂還元の効果を検討した。 

2.3 調査結果 

2.3.1 土砂堆積状況と土砂管理実態 

 現地踏査と管理状況の聞き取り結果を表－１に示

す。土砂の堆積状況は3段階に区分した。すなわち、

「○」は堆砂可能な水面域が全体の 50%程度以上残っ

ている状態、「△」は堆砂可能な水面域が全体の 50%

程度以下となっている状態、「×」満砂状態で沈砂可

能な水面域が無く、堆積土砂表面に水みちができてい

る状態とした。「○」と「△」は測量など厳密な測定

の結果ではなく、目視での大まかな判定とした。 

2011年 3月時点で満砂状態となっている沈砂池は6

箇所であった。沈砂池Ｄは、調査開始時の 2008 年 7

月では満砂状態で、2009 年 12 月に土砂が除去されて

沈砂機能が回復したが、2010 年には再び満砂となっ

た。沈砂池の土砂除去は、調査期間中に実施されたの

が3地点（沈砂池Ａ、Ｄ、Ｆ）で、調査期間以前には

他に2地点（沈砂池Ｅ、Ｉ）でも実施されていた。2011

年には沈砂池Ｂで実施予定、沈砂池Ｇでは土砂の処分

場所が決定次第実施予定、沈砂池ＤとＥは検討中とい

うことであった。 

事業実施中には、沈砂池に堆積する土砂は畑地から

流出した土砂であり、堆積土砂は畑地に還元すること

も想定していた。しかし実際には、畑地の土壌だけで

なく沢筋等の礫も多く混入しており、そのまま畑に戻

すのは困難な箇所があった。この場合、土砂の処分方

法が問題となる。沈砂池に隣接する堆積場への土砂上

げ費用は、沈砂池Ｆの実績では100万円程度（土砂量

3、500m3）だが、産業廃棄物として処理する場合、処

分場への運搬費や処分費はこの数倍掛かる 

2.3.2 堆積土砂の畑への還元 

沈砂池Ａでは、近隣の農家が個人で2008年 12月に 

 

2008年7月 2011年3月

沈砂池A ○ ○ 有
2009年3月に下流側のみ土砂除
去実施。土砂を畑に還元した。

沈砂池B △ △ 無 2011年に土砂除去予定あり。

沈砂池C ○ ○ 無

沈砂池D × × 有
2009年12月に土砂除去実施。
2010年末に満砂状態。
2011年の土砂除去検討中。

沈砂池E × × 無
過去に土砂除去実施。
2011年の土砂除去検討中。

沈砂池F △ ○ 有 2010年3月に土砂除去実施。

沈砂池G × × 無 2011年の土砂除去検討中。

沈砂池H ○ ○ 無

沈砂池I × × 無
土砂除去は実施されているが，巨
石が多量に堆積。沢の侵食が激
しいと推測される。

沈砂池J △ × 無

沈砂池K 未調査 × 無

※2011年3月現在の状況

○：沈砂可能な水面域が50％以上ある。

土砂堆積機能の判定

調査地点
土砂除去
実施の
有無

×：満砂状態で沈砂可能な水面域がない（水みちのみ）
△：沈砂可能だが，沈砂可能な水面域が50％以下となっている。

特記事項

 

土砂除去を実施した。土砂除去の目的は、所有する圃

場の土壌が粘性土であるので、砂成分の多い堆積土砂

を客土として還元するためであった。なお、沈砂池の

流入部は礫が多いため、土砂の除去は礫分の少ない流

出部付近のみで実施された。また、堆積土砂は対象圃

場の中で 20m×20m 程度の狭い範囲に厚さ 5～20cm 程

度客入され、その後耕起された。 

 沈砂池の堆積土砂、堆積土砂を客入する前後の畑土

壌の粒径分布を図－１に示す。僅かな差であるが、元

の畑土壌は粘土が多く、シルト～細砂の多い沈砂池の

堆積土壌を客入することで、粘土の割合が減少してお

り、農家の希望していた結果となった。また、土砂還

元箇所の作柄を、農家への聞き取り調査で確認したと

ころ、客入箇所にはキャベツが栽培され、通常の栽培

管理を行った結果、周辺と遜色なく収穫できたという

ことであった。 
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図－1 堆積土砂と畑土壌の粒径分布 

 

表－１ 土砂堆積状況と維持管理実態 
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2.4 小括 

 事業完了から6年の経過した沈砂池（11箇所）では、

2011年 3月時点で沈砂容量の少ない施設があった。土

砂除去が十分に実施されない主な要因として、沈砂池

近傍での土砂処分場所の確保が困難ということが明ら

かとなった。 

 

3．流出土砂抑制効果の検証 

3.1 目的 

 沈砂池の施設規模を決定する場合、沈砂池への流入

土砂量の予測が重要であるが、集水域の地形・土地利

用・降雨は多様であり、予測と実態は必ずしも一致し

ないため、流入実績の把握が重要である。そのため本

章では、事業完了後数年が経過した沈砂池を調査フィ

ールドとして、沈砂池内の堆積土砂量と沈砂池からの

流出土砂量の現地観測調査を行い、沈砂池への流入土

砂量を推定するとともに、事業完了後における沈砂池

の土砂捕捉機能を検証した。 

3.2 調査方法 

3.2.1 調査地概要 

 調査は、2 章と同様に国営総合農地防災事業「Ｚ地

区」で整備された沈砂池で実施した。この検討では、

事業実施中に重点的に調査が行われてデータが蓄積さ

れている4地点を選定した。沈砂池の諸元を表－２に

示す。 

 

 
3.2.2 土砂捕捉機能の検証方法 

 沈砂池の土砂捕捉機能の検証方法として、各池に流

入した土砂を実際どの程度捕捉しているかを数値化

し、それを機能評価の指標とした。これを「土砂捕捉

率」と定義し、「堆積土砂量÷流入土砂量×100（％）」

で求めた。流入土砂には掃流砂が含まれ、流入土砂量 

を実測するのは困難であることから、掃流砂のすべて 

が沈砂池に堆積するものと仮定することにより、流入

土砂量を「堆積土砂量＋流出土砂量（SS）」で表した。

これら土砂量は現地観測により把握した。 

3.2.3 堆積土砂量調査 

 沈砂池に堆積した土砂量は、沈砂池を縦5m横 1m（沈

砂池Ｄは縦 5m 横 2m）の格子で区切り、各格子点にお

ける堆積土砂頂部の標高の変化を測量により計測する

ことで把握した。測量により求められた体積は、単位

体積重量を乗じて重量に換算した。観測は、2009年と

2010年の流出土砂量調査開始時と終了時、また、この

間の変化を把握するため、8月と10月にも実施した。 

 単位体積重量測定に必要な試料は、堆積土砂が十分

に締まっていてコア採取が可能な場合には、1000cm3

の不撹乱試料を採取した。また、水中部分などで堆積

土砂のコア採取が困難な場合には、「北海道開発局 港

湾・漁港工事監督マニュアル暫定版」1)に記載の湿潤

飽和状態における中詰材の単位体積重量の測定方法に

準拠して1000cm3の試料を作成した。 

3.2.4 流出土砂量調査 

 沈砂池から流出する土砂量調査として、沈砂池の流

出口直下流において流量と浮遊物質（SS）の観測を実

施した。観測期間は2009年と2010年の2ヵ年で、そ

れぞれ融雪期から積雪期直前までとした。流量は、水

位観測と流量観測からH-Q曲線を作成し、自記水位計

で観測した連続水位から連続流量に換算した。SSは、

採水による実測濃度と、濁度計による濁度指示値との

相関から連続濃度を求めた。 

3.3 調査結果 

3.3.1 堆積土砂量及び流出土砂量の変化と要因 

 調査期間中の降水量と、堆積土砂量・流出土砂量の

推移について、沈砂池Ａの事例を図－２に示す。ここ

では5月から11月を「降雨期」、12月から2月を「積

雪期」、3月から4月を「融雪期」として整理した。 

 2009年の降雨期についてみると、堆積土砂量は4月

から8月の増加量が大きくなっている。同年の流出土

砂量をみると、7 月中旬から下旬にかけて急激な増加

がみられた。この時期の降雨状況をみると、7/25に一

連降水量 32mm（時間最大雨量 11mm/h）、7/27 に一連

降水量38.5mm（時間最大雨量20.5mm/h）と比較的大き

な降雨が集中しており、この降雨の影響により堆積土

砂量および流出土砂量が増加したと考えられる。 

 同じく2010年の降雨期についてみると、堆積土砂量

は7月から10月の増加量が大きくなっている。同年の

流出土砂量をみると、8月中旬に急激な増加がみられ

た。この時期の降雨状況をみると、8/13に一連降水量

65.5mm（時間最大雨量12.5mm/h）の降雨があり、この

影響により堆積土砂量および流出土砂量が増加したと 

考えられる。以上から、降雨期では短時間に強い降雨

があった場合に流域からの土砂流出が発生し、沈砂池

森林 農地 裸地 その他

沈砂池Ａ 17.2 7.4 5.6 1.4 2.8 2,439

沈砂池Ｂ 3.9 0.8 2.6 0.2 0.3 1,008

沈砂池Ｃ 1.8 0.6 1.0 0.1 0.1 969

沈砂池Ｄ 7.1 3.8 1.5 0.6 1.2 2,360

名称

流域
面積

（km2）

流域内土地利用区分面積（km2） 最大可能
堆積容量

（m3）

表－２ 沈砂池諸元 
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単位：％

4/21
～
8/4

8/4
～

10/6

10/6
～

11/30

4/26
～

7/20

7/20
～

10/19

10/19
～

11/24

沈砂池A 49 55 30 36 24 ▲ 55 11

沈砂池B 54 62 25 75 - - - -

沈砂池C 73 84 20 77 92 91 93 ▲

沈砂池D - - - - 80 34 88 39

2009年 2010年

沈砂池名

※ －は未調査、▲は土砂堆積量減少により算出不能
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に多くの土砂が流入していることがわかった。 

2009 2010

図－２ 堆積土砂量と流出土砂量の推移
(沈砂池Ａ)
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次に2009年から2010年にかけての積雪・融雪期の 

状況をみると、堆積土砂量は大きく増加しており、流

出土砂量も4月上旬から中旬にかけて大きく増加して

いることがわかる。この時期の降雨状況をみると、大

きな降雨出水は観測されていない。図－３は流出土砂

量の急激な増加がみられた2010年4/1の0:00から4/3

の 0:00 までの気温と流出土砂量の時間変化を示した

ものである。4/1 は最低気温がプラス温度で最高気温

も15℃以上と比較的暖かったため、融雪が一日を通し

て進行したと考えられる。流出土砂量の変化をみると、

気温上昇に追従する形で大きく増加していることか

ら、融雪による土砂流出が発生していることがわかる。

また、翌2日も同様な傾向が続いたことから、この時

期は融雪が連日進行し、流出土砂量が大きく増加した

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 融雪期の気温と流出土砂量(沈砂池Ａ) 

 

3.3.2 土砂捕捉率 

3.3.1 の調査結果より、各沈砂池の土砂捕捉率を算出

し、表－３に整理した。各年や池毎によってばらつき

がみられた。沈砂池Ａでは、2009年が49％であったの 

に対し、2010年では24％と低下していた。沈砂池Ａの

捕捉機能について、降雨に起因して流出土砂量が増加

した期間（a）と降雨の少ない平水時の期間（b）での

土砂捕捉率を比較した（図－４）。8 月中旬の降雨出

水により流出土砂量が急激に増加した期間（a）の土砂

捕捉率は 55％となっており、10 月以降の降雨が少な

く、流出土砂量が緩い傾きで増加する平水時の期間（b）

では11％であった。2009年の沈砂池Ａや他の沈砂池で

も同様の傾向がみられた。すなわち、比較的大きな降

雨出水により流出土砂量が増加する場合には、沈砂池

への流入土砂を捕捉しており、平水時には流入土砂が

少量であるため平水流量で流入する浮遊砂等がそのま

ま沈砂池を通過して下流へ流出すると考えられる。 

表－３ 土砂捕捉率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 土砂捕捉率の比較 

 

3.4 小括 

 畑地流域からの流出土砂抑制効果を検証するため、

事業完了後の沈砂池を対象として堆積土砂量と流出土

砂量の観測を行い、土砂捕捉率を算出した。その結果、

以下のことが明らかになった。①短時間に強い降雨が

あった場合や融雪が進行している場合において沈砂池

に多量の土砂が流入する。②流出土砂量が急激に増加

するような降雨出水があった場合には、沈砂池で多く

の土砂を捕捉している。③平水時は流域からの土砂流

入が少ないことから、平水流量で流下する土砂が沈砂

池を通過して下流へと流出する。 

 以上より、調査対象とした沈砂池では、降雨時や融

雪時の流出土砂を捕捉しており、現段階では土砂捕捉

機能を発揮しているといえる。しかしながら、堆積土
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砂量は経年的に増加しており、最大可能堆積容量に近

い沈砂池もあったことから、今後継続的に土砂捕捉機

能を発揮するためには、定期的な維持管理（土砂撤去）

を行い、長期的な施設運用をしていくことが望まれる。 

 

4．集水域条件と沈砂池流入土砂量の推定 

4.1 目的 

 国営農業農村整備事業における沈砂池の容量決定に

は、経験モデルである USLE（汎用土壌流亡予測式、

Universal Soil Loss Equation）を用いることが多い。

その場合、当該地区の代表的なパラメータを定めて

USLEで単位面積当たりの年間流亡土量を算出し、これ

に面積を乗じて１年間に流域から流出する土砂量とす

る。この土砂量をもとに設計容量を決定するが、前章

までで明らかなように、施設整備後に調査を行うと、

沈砂池によって土砂堆積状況には大きな違いがみられ

た。この要因の一つとして、USLEによる土砂流出量予

測に誤差のあることが想定される。 

 そこで、USLEによる土砂流出予測に誤差を与える要

因として以下を想定した。1)沈砂池を設置するのは地

区内の複数の小流域であり、流域ごとに地形条件や土

地利用は異なるため、事業地区全体の平均的なパラメ

ータによる算出ではズレの生じる可能性がある。

2)USLEによって算出された流亡土量は、圃場からの土

壌流亡ポテンシャルであることから、実際に流域から

流出する土砂量とは異なる可能性がある。 

 本章では、1)について、畑地流域を対象に地形や土

地利用の情報をGISツールで整理し、流域を小区画に

区分して USLE の各パラメータを付与し、USLE により

流域毎の流出土砂量を推定することとした。また、2)

については、この流出土砂量の推定結果と実測流出土

砂量を比較し、流域末端への流達率を算出した。 

4.2 方法 

4.2.1 USLEの概要 

 USLEは米国農務省を中心に開発され、同国の農地保

全基準として採用されてきた。USLEによる流出土砂量

予測の目的は、侵食を引き起こす要因を定量評価し、

その地域に適合する保全方法の指針を与えることにあ

る。日本においても土壌保全の検討に対して「土地改

良事業計画指針 農地開発(改良山成畑工)」３)（以下、

事業計画指針と記す）のなかで適用方法が解説されて

いる。 

 USLEは降雨毎の流亡土量を予測するのではなく、長

期間の平均的な土壌流亡量を予測するために用いられ

る。USLEによる土壌流亡量の予測は6つの係数の積で

次式のように表される。なお、単位系は事業計画指針

と同じものを用いた。 

Ａ = ＲＫＬＳＣＰ 

Ａ：単位面積当たり流亡土量（tf･ha-1） 

Ｒ：降雨係数（tf･㎡･ha-1・h-1） 

一連降雨（無降雨時間 6 時間以内）の降水量が

12.7mm 以上、または 15 分当たりの降雨強度が

6.4mm 以上と定義される侵食性降雨の運動エネル

ギーＥとその降雨の最大 30 分間降雨強度Ｉ30の積

I30 の年間合計値である。積雪寒冷地では融雪流出

も考慮する。 

Ｋ：土壌係数(h･m-2) 

単位降雨当たりの流亡土量を与える係数で、その

地域の土壌の受食性を示す指標である。 

ＬＳ：地形係数（無次元） 

傾斜地における勾配と斜面長の影響を表す係数で

ある。斜面長係数Ｌと傾斜係数Ｓとして設定され

ているが、地形係数ＬＳとして適用されることが

多い。 

Ｃ：作物係数（無次元） 

作物被覆と営農管理の影響を表す係数で、裸地区

に対する流亡土量の比である。作物ごとの標準値

が整理されている。 

Ｐ：保全係数（無次元） 

畝立て方向、等高線栽培など保全的耕作の効果を

示す係数で、平畝、上下耕に対する流亡土量の比

である。 

4.2.2 解析対象データ 

(1)解析対象流域概要 

 解析対象は、2・3章と同様に、国営総合農地防災事

業「Ｚ地区」で沈砂池が整備された流域（Ａ、Ｂ、Ｃ

流域）とした。Ａ流域には沈砂池Ｂ・Ｃ・Ｇが、Ｂ流

域には沈砂池Ａ・Ｆが、Ｃ流域には沈砂池Ｄが設置さ

れている。これら流域では、事業実施期間中に沈砂池

の堆積土砂量と流域末端からの流出土砂量が観測され

た。本章では、この両者の合計値を流域からの土砂流

出量の実測値とした。 

(2)土地利用データの作成 

土砂流出量の推定に使用する流域データを GIS ツ

ールによって作成した。土地利用区分は空中写真（オ

ルソカラー画像）から判読し、森林、農地（小麦）、

農地（小麦以外）、農地（草地）、大規模裸地、小規

模裸地、草地、人工構造物、ビニールハウス、舗装道
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路、植林地、水域の 12 区分とした。農地を小麦・草

地・小麦以外の3区分としたのは、作物係数が大きく

異なるためである。 

土地利用の境界で区分けしたポリゴンは、森林など

では大面積となって、平均的な地形係数を求めること

が困難となることがある。そこで、標高データから

10ha 以内の小区画にさらに分割した。 

4.3 USLE係数の検討 

4.3.1 降雨係数(Ｒ) 

 降雨係数は、降雨侵食指数EI値の合計として算出さ

れる。本研究では、降雨データの入手・整理の容易な

毎正時の降雨量から算出するEI60と、USLEの定義によ

るEI値に近いとされる10分間雨量によるEI10を求め

ることとする。ただし、10分間隔の雨量データは観測

していないので、60分雨量から換算する手法を用いた
4)。また、積雪寒冷地においては、融雪融凍期の耐食

性の低下を加味するため、融雪融凍期の降雨係数Ｒの

補正は、根雪月の降水量(mm)に 0.06を乗じた値を加算

する 3)。当該地域の根雪月は、12 月～3 月と設定した。

降雨係数を表－４に示す。なお、流域Ａと流域Ｂ・Ｃ

は実測値の観測期間が異なるため、これに合わせて降

雨係数を算出した。 

表－４ 降雨係数 

R60 R10

A・B流域
2002/6/5

～2003/5/27
60 104

C流域
2001/10/18

～2002/10/29
64 98

R60，R10はそれぞれ，60分雨量と10分雨量のR値を示す

流域名 解析対象観測期間
降雨係数

 

4.3.2 土壌係数(Ｋ) 

 土壌係数は、試験圃場の実測値から算出する方法、

計算図表により推定する方法、推定式から求める方法

が一般的であるが、いずれも現地データが必要であり

係数の決定は簡単ではない。そこで本稿では、簡易な

係数決定方法として、「国土交通省発行20万分の1土

地分類基本調査（土壌図）」5)から流域の土壌分類を把

握し、これに今井・石渡 6)によって整理されている日

本の各種土壌に対する土壌係数を当てはめることにし

た（表－５）。 

4.3.3 地形係数(ＬＳ) 

 地形係数は、斜面長係数Ｌと傾斜係数Ｓの積で表さ

れるが、流域単位でUSLEを適用する場合、様々な形状

の区画を対象とするため、斜面長の計測が困難となる。

そこで、GISツールの機能で簡易に地形係数を計算す

る方法として、斜面長の代わりに計測の簡便な集水面

表－５ 土壌係数 

土壌名
土壌係数

（h･m
-2

)

黒ボク土壌B（ローム質） 0.108

褐色森林土・黒ボク土 0.196

褐色低地土壌 0.5

淡色黒ボク土壌B 0.314

灰色低地土壌 0.463  

積を用いる方法 7)を採用した。また、同様に GIS ツー

ルによりデジタル標高データ（DEM）から傾斜角を求め

て、合わせて地形係数ＬＳ を計算した。計算式は以下

のとおりである。 

 ＬＳ = 1.4×(As÷22.13)0.4×(sinβ÷0.0896)1.3 

As：集水域のセル数×セルサイズ 

β：セル内の傾斜角 

4.3.4 作物係数(Ｃ) 

 USLEの定義では、生育期ごとのＣ値とＲ値の分布デ

ータからその地域に対応する年間のＣ値を算出するこ

ととなっている。我が国では、全国的に作物の生育期

と降雨パターンのそれぞれが類似しているので各種作

物の標準値が整理されている。本研究では、事業計画

指針で示されている値 3)を採用し、これに記載されて

いない土地利用区分に関しては、渡辺・永塚 8)が示し

た値を用いた。農地（小麦以外）については、詳細な

作付データが無いので、当該地域の主要作物であるマ

メ（大豆、小豆、エンドウ）、バレイショ、タマネギ、

ビートの作付比率から平均値 0.40 を算出して適用し

た。一覧を表－６に示す。 

表－６ 作物係数

土地利用区分 作物係数

森林 0.005
農地（小麦） 0.2

農地（小麦以外） 0.4
農地（草地） 0.02
人工構造物 0.01

ビニールハウス 0.01
舗装道路 0.01

未舗装道路 1
荒地・その他 0.05

裸地 1.0
水域 0  

4.3.5 保全係数(Ｐ) 

当該流域では、水質環境保全のために排水路に対し

て平行に畝立てすることが行政から農家に指導されて

いるが、すべての圃場で実施されているわけではない。 

また、畝立て方向や等高線栽培など保全的耕作管理

に関する情報を得るには現地調査が必要となる。そこ

で本稿では、横畝が農地（小麦、小麦以外）の半分で

実施されていると仮定し、谷山 9)の研究成果である横
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畝の畑地のＰ値の平均値（0.323）と保全管理をしてい

ないＰ値（1.0）の平均値である0.66をすべての農地

（小麦、小麦以外）に適用した。 

4.4 土砂流出量推定結果 

4.4.1 土砂流出ポテンシャル 

決定した係数を用いて土砂流亡量を算出し、流域か

らの流出土砂量の実測値と比較した。いずれも実測値

より大きな値となった（表－７）。EI60の結果ついて、

土砂流出量と単位面積当たり土砂流出量(土砂流出ポ

テンシャルと称する)を図－５に示す。土砂流出量は流

域面積順と同じくＢ流域(17.2km2)＞Ｃ流域(7.1km2)

＞Ａ流域(3.9km2)となった。一方、土砂流出ポテンシ

ャルはＣ流域＞Ｂ流域＞Ａ流域となり、近傍流域でも

土砂流出状況は大きく異なっていた。土砂流出量に占

める各土地利用の割合でみると、Ｃ流域では、面積割

合は1割未満の裸地と未舗装道路からの流出が7割を

占めていた。これが、Ｃ流域で土砂流出ポテンシャル

が大きくなる理由である。 

以上より、USLEによって流域からの土砂流出量を推

定するにあたって、小面積であっても裸地や未舗装道

路からの土砂流出に対する評価が重要であることが明

らかとなった。また、近傍流域でも、土地利用や傾斜

の状況は様々であり、土砂流出ポテンシャルすなわち

土砂流出の危険度も異なることから、流域ごとに詳細

な流域データを反映させた土砂流出予測が必要である

ことが示唆された。 

4.4.2 流出土砂量の算出と実測値との比較 

表－７の結果について、原点を通る直線で近似する

と（図－６）、EI60を用いた場合で計算値を0.4倍、

EI10を用いた場合で計算値を0.26倍すると実測値に近

似する結果が得られた。USLEの各種パラメータの設定

が適正であるならば、この係数が流亡した土壌の流域

末端への流達率を表すと考えられる。これにより、降

雨係数の平均値から当該流域の平均土砂流亡量を算出

し、この流達率を乗ずることで流域からの1年間の土 

砂流出量の平均値を推測することが可能となった。さ

らに、この値に沈砂池に流入する土砂の粒径等から求

められる捕捉率を乗じることで、沈砂池の設計容量が

決定できる。 

4.5 小括 

 畑地流域において地形条件や土地利用条件を詳

細に反映させたUSLEによる土砂流出量の推定を行い、

実測値と推定値の比をとることで、流域からの土砂流

出量を推定することが可能となった。これにより、沈 
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図－５ 土砂流出量と土砂流出ポテンシャル 
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砂池の容量を決定することが可能となった。 

 

5. 維持管理改善方法の提案 

5.1 沈砂池の維持管理上の課題と改善策 

 本研究の調査対象地区は、事業完了から6年が経過

した。沈砂池には、堆砂機能が減じている施設も多く

みられた。土砂除去は沈砂池を機能させるための維持

管理であり、土砂の堆積状況を随時把握しながら、適

切な時期に実施する必要がある。管理者への聞き取り

では、処分方法に課題があり、財政上からも随時の実

施は容易ではないということであった。 

 事業実施中には、沈砂池に堆積する土砂は畑地と森

林から流出した土砂であり、堆積土砂は流域内の畑地

に還元することも想定していた。この場合、処分費は

安く抑えられる。しかし実際には、畑地や林地の土壌

表－７ 流出土砂量の推測値と実測値 

図－６ 流出土砂量の計算値と実測値の関係 

単位(t)
EI60 EI10 実測値

A流域 662 1,034 375
B流域 4,611 7,126 1,881
C流域 2,248 3,474 794
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だけでなく沢筋の礫等も多く混入しており、そのまま

畑に戻すのは困難であった。土砂を産業廃棄物として

処分する場合高額の費用を要し、町の財政に大きな負

担となる。そのため、運搬費のかからない沈砂池近傍

で土砂を有効利用できる場所を探す必要があり、土砂

除去まで時間を要する一因となっている。一方で、沈

砂池Ａの事例ように、堆積土砂を畑地に還元可能な施

設もあった。すなわち、同一事業地区の沈砂池であっ

ても、4 章で示したように流域の土地利用状況が異な

ると土砂流出状況が異なり、沈砂池に堆積する土砂の

質も異なると考えられる。そのため、事業実施時から、

各沈砂池において堆積土砂の量と質を把握して実情に

見合った処分方法を検討し、畑への還元が困難な沈砂

池については、処分先を確保しておく必要があると考

えられる。 

 また、畑地や林地、土取場のような流出土砂の発生

源には排水路への流入箇所に沈砂池を設置し、その所

有者の責任で土砂除去を実施して所有地内に土砂を戻

すべきであろう。これにより、行政側の財政的負担は

減少する。 

5.2 維持管理を考慮した沈砂池の提案 

 これまでの検討により、沈砂池の維持管理上で重要

なことは、堆積土砂の処分方法であった。そこで、管

理者と処分場所を含めた沈砂池の設置位置について以

下に提案する。また、これらを流域内に配置したイメ

ージを図―７に示す。なお、当然のことながら、発生

源から土砂が流出しないように管理することが最も重

要であることは言うまでもない。 

１）土砂発生源への還元が容易なように、沈砂池は発

生源近傍に設置する。畑地の場合は、圃場ごとに

設置する。 

２）管理が細やかに実施されるように、沈砂池の管理

者は行政ではなく、農家などを主体とする。土砂

の処分地はそれぞれの所有地内とする。 

３）発生源近くの沈砂池の土砂上げは、積雪前や融雪

後など定期的に地域全体で実施する。 

 

6．おわりに 

 本研究では、火山灰の分布する畑作地帯における沈

砂池について、土砂堆積状況と維持管理実態を調べ、

沈砂池の堆積土砂量と流出土砂量から、沈砂池の機能

を検証した。また、沈砂容量の決定手法の検討として

USLEの精度検証の結果を示した。また、これらの結果

をもとに、維持管理を考慮した沈砂池の配置方法を提

案した。 

 

沈砂池

畑地

排水路

流域末端沈砂池

管理者：行政
処分場所：町有地等

畑地の沈砂池

管理者：農家
処分場所：畑地

林地の沈砂池

管理者：事業者
処分場所：沢地等

土取場・土捨場の沈砂池

管理者：事業者
処分場所：土取場，土捨場

 

図－７ 沈砂池の配置イメージ 
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